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議案第４１号関係資料 

 

御殿場市印鑑条例等の一部を改正する条例の概要 

 

１ 改正の趣旨 

電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律の一部改正に 

伴い、御殿場市印鑑条例及び御殿場市手数料条例の一部を改正するものです。 

 

２ 改正内容 

スマートフォン（移動端末設備）に電子証明書を搭載することが可能となったことにより、

マイナンバーカード保有者が電子証明書を搭載したスマートフォンを用いて、コンビニ  

エンスストアなどの多機能端末機による住民票の写し及び印鑑登録証明書の交付が受けられ

るようにするため、御殿場市印鑑条例及び御殿場市手数料条例の一部について所要の改正を

行うものです。 

 

３ 施行日 

規則で定める日 

※スマートフォンを用いたコンビニ交付サービスの正式な開始日については未定ですが、

令和５年中に実施予定のため、規則で定める日から施行します。 
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御殿場市印鑑条例等の一部を改正する条例の新旧対照表 

旧 

【第１条関係】（御殿場市印鑑条例の一部を改正する条例） 

 

（個人番号カードによる印鑑登録証明書の交付等） 

第１０条の３ 第１０条の規定にかかわらず、印鑑登録者は、行政手続における特定の

個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）第２条

第７項に規定する個人番号カードを使用して民間事業者が設置する多機能端末機（個

人番号カードを使用することにより自動で証明書を交付することができるものに限

る。）により、印鑑登録証明書の交付の申請をすることができる。 

 

 

２ 前条第２項及び第３項の規定は、前項の申請について準用する。この場合におい

て、前条第３項中「住基カード」とあるのは「個人番号カード」と、「御殿場市住民基

本台帳カードの利用に関する条例」とあるのは「電子署名等に係る地方公共団体情報

システム機構の認証業務に関する法律（平成１４年法律第１５３号）第２２条第７

項」と、「登録」とあるのは「同法第２２条第１項に規定する利用者証明用電子証明書

の発行」と読み替えるものとする。 

 

 

【第２条関係】（御殿場市手数料条例の一部を改正する条例） 

 

別表（第２条関係） 

区分 手数料１件につき 件数区分等 

印鑑登録証明（多機能端末機（本市の電

子計算組織と電子通信回路により接続さ

れた端末機で、個人番号カード又は住民

基本台帳カードを使用することにより自

動で証明書を交付するものをいう。以下

同じ。）を利用して交付する場合を除

く。） 

【略】 【略】 

【略】 【略】 【略】 
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新 

【第１条関係】（御殿場市印鑑条例の一部を改正する条例） 

 

（個人番号カード等による印鑑登録証明書の交付等） 

第１０条の３ 第１０条の規定にかかわらず、印鑑登録者は、個人番号カード等（行政

手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法

律第２７号）第２条第７項に規定する個人番号カード及び電気通信事業法（昭和５９

年法律第８６号）第１２条の２第４項第２号ロに規定する移動端末設備をいう。以下

同じ。）を使用して民間事業者が設置する多機能端末機（個人番号カード等を使用する

ことにより自動で証明書を交付することができるものに限る。）により、印鑑登録証明

書の交付の申請をすることができる。 

２ 前条第２項及び第３項の規定は、前項の申請について準用する。この場合におい

て、前条第３項中「住基カード」とあるのは「個人番号カード等」と、「御殿場市住民

基本台帳カードの利用に関する条例」とあるのは「電子署名等に係る地方公共団体情

報システム機構の認証業務に関する法律（平成１４年法律第１５３号）第２２条第７

項又は同法第３５条の２第７項」と、「登録」とあるのは「同法第２２条第１項に規定

する個人番号カード用利用者証明用電子証明書又は同法第３５条の２第１項に規定す

る移動端末設備用利用者証明用電子証明書の発行」と読み替えるものとする。 

 

【第２条関係】（御殿場市手数料条例の一部を改正する条例） 

 

別表（第２条関係） 

区分 手数料１件につき 件数区分等 

印鑑登録証明（多機能端末機（本市の電

子計算組織と電子通信回路により接続さ

れた端末機で、個人番号カード、移動端

末設備又は住民基本台帳カードを使用す

ることにより自動で証明書を交付するも

のをいう。以下同じ。）を利用して交付

する場合を除く。） 
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旧 
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新 

附 則 

 この条例は、規則で定める日から施行する。 
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御殿場市公設浄化槽の整備等に関する条例等の一部を改正する条例の新旧対照表 

 

旧 

【第１条関係】（御殿場市公設浄化槽の整備等に関する条例の一部改正） 

 

（使用料） 

第１７条 【略】 

２ 使用料は、使用月につき別表第２で定める額に１００分の１１０を乗じて得た額

（この金額に１０円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）とする。 

３及び４ 【略】 

 

別表第２（第１７条関係） 

公設浄化槽の規模 １使用月当たり使用料の額 

５人槽 ３，６００円 

６人槽又は７人槽 ４，３８０円 

８人槽から１０人槽まで ５，６００円 

（注） 【略】 

 

【第２条関係】（御殿場市富士見原住宅団地汚水処理施設条例の一部改正） 

 

（使用料） 

第１３条 【略】 

２ 使用料は、使用月につき４，８００円に１００分の１１０を乗じて得た額（この金

額に１０円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）とする。 

（使用料算定の特例） 

第１４条 月の中途において、汚水処理施設の使用を開始等したときの使用料は、１か

月とみなして算定する。ただし、使用日数が１５日を超えないときは、前条第２項に

定める額の半額（この金額に１０円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた

金額）とする。 

 

【第３条関係】（御殿場市下水道条例の一部改正） 

 

（使用料） 

第１６条 【略】  
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議案第４２号関係資料 

 

新 

【第１条関係】（御殿場市公設浄化槽の整備等に関する条例の一部改正） 

 

（使用料） 

第１７条  

２ 使用料は、使用月につき別表第２で定める額とする。 

 

３及び４  

 

別表第２（第１７条関係） 

公設浄化槽の規模 １使用月当たり使用料の額 

【略】 ３，９６０円 

【略】 ４，８１０円 

【略】 ６，１６０円 

（注）  

 

【第２条関係】（御殿場市富士見原住宅団地汚水処理施設条例の一部改正） 

 

（使用料） 

第１３条  

２ 使用料は、使用月につき５，２８０円とする 

。 

（使用料算定の特例） 

第１４条 月の中途において、汚水処理施設の使用を開始等したときの使用料は、１か

月とみなして算定する。ただし、使用日数が１５日を超えないときは、前条第２項に

定める額の半額とする。 

 

 

【第３条関係】（御殿場市下水道条例の一部改正） 

 

（使用料） 

第１６条        
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旧 

２ 使用料は、使用者が排除した汚水の量に応じ、使用月につき次の表の基本使用料と

従量使用料との合計額に１００分の１１０を乗じて得た額とする。  

 使用料 

使用区分 

基本使用料 従量使用料（１立方メートルにつき） 

一般汚水 １０立法メートルま

で １，１７０円 

１０立方メートルを超え３０立方メートルま

で １１７円 

３０立方メートルを超え５０立方メートルま

で １２９円 

５０立方メートルを超え１００立方メートル

まで １４０円 

１００立方メートルを超えるもの １６４円 

公衆浴場汚水 １０立方メートルま

で １，１７０円 

１０立方メートルを超えるもの ３５円 

 

 

 

【第４条関係】（御殿場市農業集落排水処理施設条例の一部改正）  

 

（使用料の算定方法） 

第１６条 使用料は、使用者が排除した汚水の量に応じ、使用月につき次の表の基本使

用料と従量使用料との合計額に１００分の１１０を乗じて得た額とする。 

基本使用料 従量使用料（１立方メートルにつき） 

１０立方メートルま

で １，１７０円 

１０立方メートルを超え３０立方メートルまで １１７円 

３０立方メートルを超え５０立方メートルまで １２９円 

５０立方メートルを超え１００立方メートルまで １４０円 

１００立方メートルを超えるもの １６４円 
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新 

２ 使用料は、使用者が排除した汚水の量に応じ、使用月につき次の表の基本使用料と

従量使用料との合計額とする。 

使用料 

使用区分 

基本使用料 従量使用料（１立方メートルにつき） 

一般汚水 １０立法メートル

まで１，４１５円

７０銭 

１０立方メートルを超え３０立方メートルま

で １４１円９０銭 

３０立方メートルを超え５０立方メートルま

で １５６円２０銭 

５０立方メートルを超え１００立方メートル

まで １６９円４０銭 

１００立方メートルを超えるもの １９８円 

公衆浴場汚水 １０立方メートル

まで１，４１５円

７０銭 

１０立方メートルを超えるもの ４２円９０

銭 

備考 公衆浴場は、物価統制令（昭和２１年勅令第１１８号）の適用を受ける公衆浴

場に限る。 

 

【第４条関係】（御殿場市農業集落排水処理施設条例の一部改正）  

 

（使用料の算定方法） 

第１６条 使用料は、使用者が排除した汚水の量に応じ、使用月につき次の表の基本使

用料と従量使用料との合計額とする。 

基本使用料 従量使用料（１立方メートルにつき） 

１０立方メートルま

で １，４１５円 

７０銭 

１０立方メートルを超え３０立方メートルまで １４１円 

９０銭 

３０立方メートルを超え５０立方メートルまで １５６円 

２０銭 

５０立方メートルを超え１００立方メートルまで １６９円

４０銭 

１００立方メートルを超えるもの １９８円 
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旧 

２から４まで 【略】 
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新 

２から４まで 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年５月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の御殿場市下水道条例及び御殿場市農業集落排水処理施設条

例の規定は、令和６年５月以後に徴収すべき使用料について適用し、令和６年４月ま

でに徴収すべき使用料については、なお従前の例による。 
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議案第４３号関係資料 

 

防災行政無線施設（簡易型戸別受信機）の取得について 

 

１ 事業の概要 

市では、住民に対し防災行政無線の戸別受信機を貸与し、演習場利用計画、防災・災害 

情報、市からのお知らせ等の周知を図っていますが、現在貸与している受信機の多くは平成

８年度から順次設置してきたものであり、耐用年数を超過し故障等が多数発生していること

から、速やかに更新を図るため、今年度は３，１００台の簡易型戸別受信機を導入するもの

です。 

平成２６年度から平成３０年度までは、転入等で新規に設置をする世帯を対象にデジタル

方式の戸別受信機を設置してまいりましたが、令和元年度から、より安価で、コミュニティ

ＦＭを含むＡＭ・ＦＭラジオ放送が受信可能なアナログ方式の戸別受信機（簡易型防災  

ラジオ）に変更し、経費を大幅に縮減しました。 

また、令和６年度に完了予定の既存戸別受信機の更新期間６年間のうち、５年目にあたる

ものです。 

 

２ 令和５年度事業の概要 

（１）事業名：防災行政無線（簡易型戸別受信機）設置事業 

（２）事業費：４０，２３８，０００円 （防衛８条補助金７５％） 

（３）納 期：令和６年３月１５日 

（４）内 容：防災行政無線施設（固定系）、いわゆる同報無線について、更新用及び新規

設置者用の戸別受信機３，１００台を購入する。 
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簡易型戸別受信機の概要 

 

１ 総合性能  

 (1) 構   造 ： 据置き型 

 (2) サ  イ  ズ ： ２００×８７×９６㎜ 

 (3) 重   量 ： 約４８０g（ＡＣアダプター含まず。） 

 (4) 電   源 ： 商用電源 ＡＣ１００Ｖ±１０％、Ｌ型ＡＣプラグ 

                      電池電源 公称ＤＣ４．５Ｖ 

 (5) 消 費 電 力 ： １．５Ｗ 

 (6) 使 用 電 池 ： 単３アルカリ乾電池３本 

 (7) 電 池 動 作 ： 放送５分、待受け５５分にて２４時間以上 

 (8) 乾 電 池  ： 電池電圧低下を検出した場合、本体前面の電源ランプが緑色 

   ア ラ ー ム      から赤色に変わること。 

 (9) 内   部 ： 最大出力０．５Ｗ 

   スピーカー    インピーダンス８Ω（ＡＣ動作時、外部スピーカー未接続時） 

            乾電池動作時：最大出力０．５Ｗ 

  

２ 無線系条件 

 (1) 防 災 無 線 ： ６９．１３５ＭＨｚ 

   周 波 数    

 (2) 防 災 無 線 ： ０ｄｂμＶ以下（感度条件：１２ｄｂ ＳＩＮＡＤ） 

   受 信 感 度   温度：２０℃±１０℃ 湿度：６５％±２０％ 

 (3) ＡＭラジオ ： ５２０～１６０５ｋＨｚ 

   受信周波数 

 (4) ＦＭラジオ ： ７６～９０ＭＨｚ 

   受信周波数 

 

  ※ラジオ聴取中でも強制的に防災無線へ切り換わる。 
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議案第４４号関係資料 

 

 
                           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

路線名 起点 終点 幅員(ｍ) 延長(ｍ) 

2205 号線 御殿場市東田中 6 9 5番 2 4地先 御殿場市東田中 6 9 5番 1 2地先 6.05～6.05 39.65 
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路線名 起点 終点 幅員(ｍ) 延長(ｍ） 

2206 号線 御 殿 場 市 深 沢 1 1 0 1 番 7 地 先 御 殿 場 市 深 沢 1 1 0 1 番 5 地 先 5.00～5.00 33.63 
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同意第４号関係資料 

 

御殿場市教育委員会委員 候補者経歴概要 

 

 

氏 名 長 田 光 男 

 

住 所  

 

生年月日  

 

学 歴  

 

職 歴  

 

公 職 歴  

 

 

 

 

 

 

 

 

所属政党等  
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報告第１４号関係資料 

 

御殿場市営住宅の滞納家賃等の支払に関する和解申立てについて 

 

１ 法的措置に至った理由 

市は、家賃滞納の長期化及び高額化を防止するため、家賃滞納者に対する家賃支払の督促

状等の発送、家賃滞納者宅の訪問等を実施しつつ、納付指導を通して滞納者の実情を把握し、

個別の指導を行っているところです。 

しかしながら、滞納者の中には、滞納家賃の分納誓約書を提出したにもかかわらず誓約 

どおり履行しない者、支払の催告書を送付しても何ら連絡のない者等がおり、その結果、 

長期又は高額の滞納者となっています。 

令和５年度から裁判手続き、強制執行による差押え等の法的強制力を用いて対応する専門

部署として特別債権対策課が発足し、非強制徴収債権の所管課より徴収困難案件が移管され、

債権回収を行っているところです。特別債権対策課では、債務者の生活に配慮した回収を 

行うため、資力、財産、収入の内容等を確認し、生活力に応じた範囲で未納債権を確実に 

回収しながら生活再建を図ることとしています。 

長期又は高額の滞納者に対し、住居の明渡し訴訟で勝訴し、強制的に退去させることも 

可能ですが、公営住宅は福祉政策でもあるため、生活の維持・再建を第一に見据えて、まず

は、そのまま住み続けながら債権回収も行うことができる法的措置として、民事訴訟法第 

２７５条第１項の規定に基づく訴えの提起前の和解（即決和解）の申立てを行うことに至り

ました。 

 

２ 和解の申立てを行う者 

長期又は高額の滞納者の中で、家賃支払の意思があり、市の指定する方法により滞納 

家賃を支払うこと、その支払を履行しない場合は期限の利益を失うことを内容とする和解

条項に応じることを確約した者について、即決和解の申立てを行います。 

なお、和解が調わない場合は、民事訴訟法第１３４条の規定により、滞納家賃の支払を

求める訴えを提起します。 

・法的措置の相手方 

住  所  

 

名 義 人  

滞納金額 １，９３９，３００円 

滞納期間  
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３ 法的措置の効果 

和解の申立ては、破壊された信頼関係を、再度築き直していこうとするもので、申立人と

相手方双方が簡易裁判所に出廷し裁判官の前で和解が成立すると、その内容は調書に記載 

され、この和解調書は確定判決と同一の効力を有します。この和解条項を履行しない場合は、

確定判決の場合と同様に、給与債権の差押え等の強制執行が可能となり、家賃支払の執行力

が確保できます。 

 

４ 参考法令 

(1) 民事訴訟法（平成８年法律第１０９号）第２７５条第１項 

（訴え提起前の和解） 

第２７５条 民事上の争いについては、当事者は、請求の趣旨及び原因並びに争いの 

実情を表示して、相手方の普通裁判籍の所在地を管轄する簡易裁判所に和解の申立て

をすることができる。 

 

(2) 公営住宅法（昭和２６年法律第１９３号）第１条 

（この法律の目的） 

第１条 この法律は、国及び地方公共団体が協力して、健康で文化的な生活を営むに 

足りる住宅を整備し、これを住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃で賃貸

し、又は転貸することにより、国民生活の安定と社会福祉の増進に寄与することを 

目的とする。 
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報告第１５号・第１６号関係共通資料 

 

現場平面図 

 

 

 

位置図 
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報告第１７号関係資料 

 

現場平面図            現場断面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

位置図 
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報告第１８号関係資料 

 

現場平面図 

 

 

位置図 

 


